
秋田市景観まちづくり活動支援助成金交付要綱

平成23年２月15日

市 長 決 裁

（目的）

第１条 この要綱は、自主的かつ継続的に地域の景観まちづくり活動を行

う団体に対し、秋田市景観まちづくり活動支援助成金（以下「助成金」

という。）を交付することにより、市民協働による景観づくりを推進し、

地域の特性を活かした景観の向上を図ることを目的とする。

（助成対象事業）

第２条 助成の対象となる事業は、地域の景観まちづくり活動に関する事

業であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。

(1) 秋田市内において一定の地域を対象として行われるものであること。

(2) 地域の景観ルール導入のため又は地域の景観向上のために行うもの

であること。

(3) 他者に対して所有権その他の財産権を不当に侵害するものでないこ

と。

（助成対象団体）

第３条 助成の対象となる団体は、次の各号のいずれかに該当する団体と

する。

(1) 秋田市景観条例（平成21年秋田市条例29号）第16条第１項の規定に

より登録を受けた団体

(2) 地域の景観まちづくり活動を行う団体で、市長が認める団体

（助成対象経費）

第４条 助成の対象となる経費は、次に掲げる経費とする。

(1) 報償費

(2) 旅費

(3) 需用費

(4) 役務費



(5) 使用料および賃貸料

(6) 工事請負費

(7) 原材料費

(8) その他事業の実施に要する経費で市長が認める経費

（助成金の額）

第５条 助成金は、予算の定める範囲内において交付するものとし、その

額は、別表に掲げる活動の種別に応じ、それぞれ同表に掲げる額とする。

ただし、消費税および地方消費税相当額は助成金の額に含まないものと

する。

２ 前項の規定にかかわらず、同一の会計年度内において１団体につき50

万円以内とし、同一の団体に対して150万円を限度とする。ただし、市

長が特に必要と認めたときは、当該限度額を増額することができるもの

とする。

（助成金回数等の制限）

第６条 助成金の交付は、同一の会計年度内において１団体につき１回限

りとし、同一の団体に対し原則として５年間とする。ただし、市長が特

に必要と認めたときは、当該期間を延長することができるものとする。

（交付の申請）

第７条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

あらかじめ、秋田市景観まちづくり活動支援助成金交付申請書（様式第

１号。以下「交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。

(1) 事業実施団体概要書（様式第２号）

(2) 事業計画書（様式第３号）

(3) 収支予算書（様式第４号）

(4) 前３号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類

２ 国、県、市およびこれらの外郭団体が交付する補助金等の交付決定を

受けた者又は受けようとする者は、同一の事業について助成金の交付を

申請することができない。



（交付の決定）

第８条 市長は、交付申請書の提出があったときは、速やかにその内容を

審査し、助成金の交付を決定したときは、秋田市景観まちづくり活動支

援助成金交付決定通知書（様式第５号）により、助成金の不交付を決定

したときは秋田市景観まちづくり活動支援助成金不交付決定通知書（様

式第６号）により当該申請者に通知するものとする。

２ 市長は、交付申請書の提出があったときは、申請の日から起算して14

日以内に助成金の交付の可否を決定するものとする。

（交付の条件）

第９条 市長は、前条第１項の規定による交付の決定に際して、次に掲げ

る条件を付するものとする。

(1) 前条第１項の規定による交付の決定の通知を受けた者（以下「助成

対象者」という。）は、助成金を他の目的に使用してはならない。

(2) 助成対象者は、次のいずれかに該当するときは、あらかじめ市長の

承認を受けなければならない。

ア 助成対象事業に要する経費の配分を変更するとき。

イ 助成対象事業の内容および実施計画を変更するとき。

ウ 助成対象事業を中止し、又は廃止するとき。

(3) 助成対象者は、助成対象事業が予定の期間内に完了しないとき又は

その遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を

受けなければならない。

(4) 助成対象者は、法令その他関係法規等を遵守するとともに、市長の

指示および命令事項を確実に履行しなければならない。

（事業の中止又は変更）

第10条 助成対象者は、交付申請書および添付書類に記載した事項を中止

し、又は変更しようとするときは、秋田市景観まちづくり活動支援助成

金交付（中止・変更）申請書（様式第７号）により、あらかじめ市長の

承認を受けなければならない。

２ 第７条の規定は、前項に規定する事業の中止又は変更の申請について

準用する。



（交付決定の取消し等）

第11条 市長は、事情変更その他特別の事由により必要があると認めたと

きは、その助成金の交付の決定の全部もしくは一部を取り消し、又はそ

の内容もしくは交付条件を変更することができる。

２ 市長は、前項の規定による取消し又は変更を決定したときは、秋田市

景観まちづくり活動支援助成金交付変更通知書（様式第８号）により助

成対象者へ通知するものとする。

（実績報告）

第12条 助成対象者は、助成対象事業が完了したときは、その完了の日か

ら14日以内に秋田市景観まちづくり活動助成対象事業実績報告書（様式

第９号。以下「実績報告書」という。）を市長に提出しなければならな

い。

２ 前項に規定する提出期限が助成金の交付の決定があった日の属する年

度の３月31日を超えるときは、提出期限はその決定があった年度の３月

31日までとする。

３ 実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(1) 収支決算書（様式第10号）

(2) 帳簿又はこれに代わるものの写し

(3) 領収書又はこれに代わるものの写し

(4) 実施状況の記録写真又はこれに代わるもの

(5) 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類

（助成金の額の確定）

第13条 市長は、実績報告書の提出があったときは、速やかに助成対象事

業の完了を確認し、その成果が交付決定の内容および交付決定の条件に

適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定させ、秋田市景

観まちづくり活動支援助成金交付決定および助成金額確定通知書（様式

第11号）により助成対象者に通知するものとする。

２ 市長は、助成対象事業の完了確認の結果、既に行った交付決定の内容

を変更する必要があると認めたときは、変更した内容について、前項の

規定による交付の決定をし、助成金の額を確定させるものとする。



（助成金の交付）

第14条 市長は、前条の規定により助成金の額を確定させた後に助成金を

交付するものとする。

２ 助成対象者は、助成金の交付を受けようとするときは、秋田市景観ま

ちづくり活動支援助成金交付請求書（様式第12号）を市長に提出しなけ

ればならない。

（助成金の返還）

第15条 市長は、助成対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、助

成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合にお

いて、その取消しに係る部分に関し既に助成金が交付されているときは、

期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずることができる。

(1) 助成金を他の目的に使用したと認められるとき。

(2) 提出した書類の記載事項が虚偽であると認められるとき。

(3) 助成対象事業の施行方法が不適切であると認められるとき。

(4) 前３号に掲げる場合のほか、この要綱の規定又は交付の条件に違反

したとき。

２ 市長は、前項の規定により、交付した助成金の全部又は一部の返還を

命ずる場合にあっては秋田市景観まちづくり活動支援助成金（全部・一

部）返還通知書（様式第13号）により、助成対象者に通知するものとす

る。

（助成金の経理）

第16条 助成対象者は、助成金に係る経理について、他の経理と明確に区

別した帳簿を備え、その収支状況を明らかにしておかなければならない。

（備付け書類およびその保存期間）

第17条 助成対象者は、前条に規定する助成金の経理に係る帳簿のほか、

次に掲げる書類を備え付けなければならない。

(1) 交付申請書およびその添付書類の写し

(2) 実績報告書およびその添付書類の写し

(3) 前２号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類

２ 助成対象者は、その備付けを義務付けられている帳簿および書類につ



いては、助成対象事業の実績報告書を提出した日の属する年度の終了後

５年間保存しなければならない。

（財産処分の制限）

第18条 助成対象者は、助成対象事業により取得した財産又は効用の増加

した財産を、市長の承認を受けないで助成金の交付目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

（調査等）

第19条 市長は、助成金に係る予算執行の適正を期するため必要があると

認めるときは、助成対象者に報告をさせ、又は帳簿書類その他の物件を

調査することができる。

（委任）

第20条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成23年２月15日から施行する。

（秋田市都市景観地区補助金交付要綱の廃止）

２ 秋田市都市景観地区補助金交付要綱（平成４年６月１日施行）は、廃

止する。

附 則

この要綱は、平成31年３月13日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年３月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。



別表（第５条関係）

活動の種別 助成金の額

会議の開催 助成対象経費の総額に相当する額

（その額に千円未満の端数があるときは、こ

ワークショップの開催 れを切り捨てる。）

アンケート調査

景観資源等の調査

指針・プランづくり 助成対象経費の総額の２分の１に相当する額

（その額に千円未満の端数があるときは、こ

景観イベントの開催 れを切り捨てる。）

景観に関する社会実験

備考

１ 活動種別毎の例

(1) 会議の開催（合意形成に向けた打合せ等）

(2) ワークショップの開催（景観の保全、活用、創造等）

(3) アンケート調査（景観に関する意識調査等）

(4) 景観資源等の調査（まち歩き、色彩調査、建築調査、景観マ

ップ作成等）

(5) 指針・プランづくり（景観計画、景観協定、ガイドライン、

デザインコード等）

(6) 景観イベントの開催（シンポジウム、講演等）

(7) 景観に関する社会実験（有効性の検証や課題の把握等の社会

実験）



２ 一事業に複数の活動の組み合わせも可とする。

３ 助成対象外となる経費の例

(1) 人件費（助成対象事業に係るものを除く。）

(2) 備品購入費

(3) 飲食代経費（懇談会費、昼夜食等の食事経費）

(4) 団体の運営に要する経常経費

(5) その他直接的に関係ないと判断される経費


